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１．はじめに 

自動車の交通渋滞は、直接ドライバーに時間的ロスや

苦痛を与えるだけではなく、地域生活を支える物流・

医療など経済的・文化的にも大変な損失となり社会全

体の重大な問題である。地方都市の大企業の工場・事

務所が集積した地区で朝夕の出退勤時の交通集中によ

る渋滞問題が表面化している。 

一方、地球規模の環境問題としての側面がある。本

年２月の京都議定書発効を受け、マイカーの過度な利

用に対して警鐘がならされている。地球温暖化防止の

ためにもマイカー通勤から徒歩、自転車、公共交通機

関、バイクなど環境にやさしい通勤手段への転換が求

められている。 

 そこで本研究では、地方都市において、企業城下町

を形成していると思われる企業での通勤渋滞対策事例

＜ＴＤＭ施策の事例＞を比較分析し企業の通勤渋滞緩

和対策を考察する。 

 

２．調査対象企業の選定とヒアリング調査 

（１）調査対象企業 

地方都市において、本社機能と大規模工場を擁して

いる事業所を中心に８企業を選定した。 

（２）ヒアリング調査の内容 

 通勤渋滞対策、環境負荷低減のためにマイカー通勤

から他の移動手段への転換の誘導方法、工夫等につい

て、その内容、背景などをヒアリングした。 

 具体的なヒアリング項目と各社の施策の概要は表１

「企業の通勤対策事例比較（ＴＤＭ施策比較）」の通

りである。①駐車場対策については、集中化分散化に 
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よって周辺渋滞へ影響を及ぼす。駐車ゾーンの指定は

駐車場所の選択を円滑にすることが可能である。 

②マイカーからの交通手段転換策については、その具 

体的な誘導方法について確認した。例えば、環境にや

さしい通勤手段を奨励してマイカー通勤を減らす工夫

などについて。③徒歩通勤手当については、費用発生

の実態がないにも拘らず支給しているケースについて。

④パーク＆ライド制度は最寄の鉄道駅付近に駐車し公

共交通機関の利用を促進させる施策である。企業での

渋滞緩和策の有効な手段の一つである。パーク＆ライ

ド制度場利用促進のための駐車場手当て支給等、どの

様な工夫をしているかについて。⑤周辺企業との稼動

時間の調整は、周辺に同程度の規模の企業が集積して

いる場合、稼動時間の調整（例えば就業時間を１時間

ずらす）をすることで通勤集中時間帯を平準化させる

施策である。各社で調整を実施しているかについて。

⑥会社通勤バスの運行については、寮社宅や本社最寄

駅など多くの従業員がいる路線で通勤バスを運行する

ことは有効な施策である。各社がどの様な方法でバス

運行を行っているか実態について。⑦総合的な対策に

ついては、鉄道運行や道路利用のサービス向上など抜

本的な対策が可能である。しかし、自社だけでは対応

できないケースがほとんどであり、行政等の協力を得

て対策を実施した事例についてヒアリングした。 

 

３．事例比較 

（１）従業員駐車場対策 

 Ａ社を除き、他の７社において駐車場は平面式で分

散化配置されているため駐車場周辺で激しい渋滞は起

こっていない。Ａ社は、本社地区に大規模立体駐車場

を配置しており、駐車場周辺道路で渋滞が発生してい

る。更にＡ社では、ゾーン指定は実施されていないた

め、駐車場内で場所探しのための無駄な移動が発生し

ている。 

（２）マイカーからの通勤手段転換策 

 Ｂ社では、地球環境問題の意識の高まりの中で２０



０４年１２月から、「エコ通勤」活動を独自に展開し

ている。Ｂ社の「エコ通勤」は図１のパンフレットを

通じて、社員へ展開されている。 

その概要は、ａ）マイカーから徒歩・自転車へ転換

した社員に対しては月額、１，０００円の奨励金を支

給する。ｂ）パーク＆ライドによる電車通勤に協力し

た社員に対して駐車場手当てとして月額、２，０００

円を支給し、バイク通勤転換に協力する社員に対して

はＢ社製バイク購入代金の一部をキャッシュバックす

るなど環境問題を背景として積極的に手段転換策を講

じている。成果は着実に上がっている。 

（３）通勤バス運行 

 Ａ社は電車等公共交通機関の利用を奨励している。

最寄鉄道である愛知環状鉄道の輸送能力に限界があり、

２００２年２月から名鉄豊田市駅⇔本社間で通勤バス

サービスを開始している。現在では、寮・社宅⇔本社

間の路線も増やし、通勤バスの利用者は１日に延べ３，

０００名に達している。 

 Ｂ社は最寄鉄道駅から約４ｋｍ付近に立地している。

公共バスのサービス性が低く、通勤バスを運行しなけ

れば通勤は困難である。社員は浜松方面、袋井方面、

川東方面、大浜方面など各方面から通勤しているため、

現在３５路線で通勤バスを運行している。１企業で３

５路線も木目細かな運行サービスを提供しているケー

スは他に例を見ない。 

 

４．まとめ 

 企業の取り組みとして、通勤集中時間帯の平準化策

及びマイカー以外の交通手段への転換誘導策が求めら

れる。そのためには以下の対策が効果的であろう。 

【対策】 

a)社員への意識付け活動(特に２㌔未満ﾏｲｶｰ通勤者） 

b)通勤手当の見直し、駐車場有料化、転換者への  

インセンティブ付与を実施し、転換へ誘導させる。 

c) 周辺企業との意見交換の場を設ける。 
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表１　 企 業 の 通 勤 対 策 事 例 比 較 （ Ｔ Ｄ Ｍ 施 策 比 較 ）
　　　Ａ社・本社 　　　Ｂ社・本社 　　　Ｃ社・本社 　　　Ｄ社・本社 　　　Ｅ社・本社  　　Ｆ社・本社 　　　Ｇ社・本社 　Ｇ社滋賀工場

所　在　地 　愛知県豊田市 　静岡県磐田市 　静岡県浜松市 　愛知県刈谷市 　大阪府池田市 　滋賀県竜王町

人　　口 　　３９１，０００人 　１６５，０００人 　　５７８，０００人 １３４，０００人 　　　９９，０００人 　１３，０００人

人口密度 　　　４２６人／ｋ㎡ １，０１０人／ｋ㎡ 　２，２５３人／ｋ㎡ ２，６６４人／ｋ㎡ 　４，４９３人／ｋ㎡ ２９６人／ｋ㎡

製造品出荷額等 　９８，４６６億円 　２１，５５０億円 　１９，３１４億円 　１４，３０９億円 　　２，４４５億円 　５，１７３億円

　乗用車保有(世帯当) 　　１．７８台 　　１．７４台 　　１．４８台 　１．５５台 　　０．７８台 　１．９７台

　従業員数（社外応援者含） 　　　３３，０００人 　　６，０００人 　　　５，２００人 　１４，０００人 　　４，０００人 　　４，５００人 　　　６，０００人 　　４，９００人

①従業員駐車場対策 立体化 有料化､分散化 分散化 分散化 分散化 分散化 有料化（1,050円/月) 分散化

管理職ｿﾞｰﾝ指定 ゾーン指定 ゾーン指定 ゾーン指定 ゾーン指定 ｿﾞｰﾝ指定､分散化

②マイカーからの通勤 社員へ協力依頼 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止 ２㌔未満ﾏｲｶｰ禁止

　　手段転換策 （０２年２月～） エコ通勤奨励 電車通勤奨励 電車通勤奨励

③徒歩通勤手当施策 ×（支給なし） ○（１千円/月） ○（支給） ×（支給なし） ×（支給なし） ×（支給なし） ×（支給なし） ×（支給なし）

④P&R駐車場手当施策 ○（上限１万円/月） ○（２千円/月） ― ― ― ×（支給なし） ○（半額支給） ○（半額支給）

⑤周辺企業と連携した × ○ × ○ ○ ○ × ×
　　稼動時間の調整

⑥会社通勤バス運行 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○

⑦総合的な対策 ○ ○ ― ― ― ― ― ―
　　（行政等と連携） (愛環複線化計画） （磐田ﾊﾞｲﾊﾟｽ無料化）

【会社通勤バス】 【ｴｺ通勤奨励制度】 【通勤手当】 【Ａ社グループ間で稼動時間調整】 【駐車場有料】
・豊田市駅⇔本社間 ・徒歩自転車P&R ・Ｃ社では通勤 ・Ｄ社、Ｅ社、Ｆ社の他、グループ各社は刈谷地区に ・ﾏｲｶｰ通勤登録者から駐車場経費

　02年２月～運行開始  転換者の他､２輪 　手当は直線距離 　集積しており、出勤の集中を避けるため企業毎に稼動 　（賃料）負担の名目で徴収している
　(1日延べ：約１千人)  電動自転車転換者 　に応じて支給 　時間をずらして調整している。 　（社内就業規定により管理）

　　　　　特記事項 ・寮社宅⇔本社間  へもｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ有 　(徒歩も支給対象)
　(1日延べ：約２千人)

【駐車場有料】
【ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ実施】 ・全社員から500円
・02年２月から本社 　/月 徴収
　地区で交通手段

　転換を奨励 【会社通勤バス】
・３５路線でサービス
　を展開

資料　：　都市データパック　2005年版　東洋経済新報社、　自動車年鑑　2004年版　日刊自動車新聞社編　　　注）各社人事総務担当部署へのヒアリング（Ｈ17.4）に基づく集計
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図 1 Ｂ社の啓発パンフレット 


